
基本政策Ⅰ　活き活きとした愛顔あふれる「えひめ」づくり
　　　　　　次代を担う活力ある産業を“創る”　　　　　　

改善 横ばい 悪化 概要

37 10 11

5
○県都60アクセスプラン達成率、生活圏域から高速ＩＣへの30分アクセス達成率、愛媛発着の旅客流動
数、愛媛発着の貨物流動数、松山空港の年間利用者は、数値が向上している。

1 1
○過疎・離島地域の地域交通の路線数は、数値が向上している。
●県内の主要公共交通機関の年間輸送人員は、一般乗合いの路線バスの路線キロの減少のため、減少傾向
となっている。
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1

2

1

1

2

○海外渡航者数（人口千人当たり）は、数値が向上している。

2

●県農林水産研究所が開発した新品種・新技術数は、提案公募型研究課題の採択数が減少したため、微減
となっている。
●新品種の栽培方法などの技術マニュアルの作成率は、マニュアルの統合等により作成が遅延したことに
より低下しているが、研究成果については、セミナー等を通じて公表している。

1 1
○東京アンテナショップ新規取扱商品数は、数値が向上している。
●「愛」あるブランド産品の年間販売額の伸び率（対前年度比）は、伸び率が鈍化したが、販売額自体は
微増となっている。

2
○首都圏パブリシティ活動により県の情報がメディア等に取り上げられた件数、県ＨＰ（トップページ）
へのアクセス件数は、数値が向上している。

2 ○観光客数、観光消費額は、数値が向上している。
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施策１

施策２

施策３

施策４※

施策５※

施策６

施策７※

施策８

施策９

施策10※

施策11

施策16※

施策17

地域に根ざした産業の振興

企業誘致・留置の推進

戦略的な海外展開の促進

新産業の創出と産業構造の強
化

若年者等の就職支援と産業人
材力の強化

快適な労働環境の整備

力強い農林水産業を支える担
い手の確保

攻めの農林水産業を展開する
ための基盤整備

選ばれる産地を目指した技術
開発の推進

愛媛産品のブランド力向上と
販路拡大

愛媛の魅力発信力の強化

魅力ある観光地づくり

国際観光の振興

広域交流・連携の推進

国際交流の推進

広域・高速交通ネットワーク
の整備

地域を結ぶ交通体系の整備

施策12※

施策13

施策14

施策15

1
○県内総生産額（農林水産業を除く）外１指標は、数値が向上している。
●商店街における空き店舗率は、郊外型大型店の立地や商店主の高齢化等により経営が難しくなっている
ため悪化傾向にあるが、松山中央商店街で歩行者天国等イベントを開催するなどの活性化に努めている。

3
○企業（工場）立地件数（人口10万人当たり）、企業立地に伴い雇用が確保された人数、企業立地に伴う
投資額は、数値が向上している。

2
○貿易取引、海外進出・提携等の国際取引を実施または検討している企業数、県内港湾における貿易コン
テナ取扱量は、数値が向上している。

・全国離島交流中学生野球大会を開催
・全国過疎問題シンポジウムを開催
・しまなみ海道の自転車無料化実現

・えひめ経済懇談会の開催
・融資制度改正（季節資金をいつでも対応できる短期資金への見直し　等）
・松山中央商店街での歩行者天国等イベントの開催

・地元企業とバイヤーとの商談会の強化（事前に有望商品を絞り込み）
・東アジアの活動拠点としてシンガポールに職員を配置
・東アジアの販路開拓（上海、台湾、香港、シンガポール、インドネシア）

・県内企業17社が炭素繊維を活用した製品開発に着手し、新たな製品の販売開始
・スゴ技データベースの構築、海外ビジネスマッチングの開催
・新繊維産業技術センター開設

・25年3月に連携協定を締結した和菓子メーカーへの宇和島圏域産農林水産物の供給体
制構築に向けた取組みを実施
・産業集積及び活性化に向けた企業立地促進法に基づく新基本計画を策定

・ジョブカフェ愛workによるＷＥＢを活用した中小企業の魅力情報と求人情報の発信
・スゴ技データベース掲載企業等と連携したものづくり担い手人材育成事業を開始
・高校生を対象としたインターンシップや職場見学会等の拡充

・「えひめ子育て応援リーダー企業コンテスト」で知事賞等を授与するなど、企業の
　自主的な取り組みを支援

・観光農園を活用した生産者と消費者の交流強化
・６次産業化に向けた支援により、契約販売の拡大や新たな加工品の試作品が完成

・31漁協で防波堤や護岸等の整備又は機能保全計画の作成、機能保全工事等を実施
・有害鳥獣捕獲隊の組織化を推進

・柑橘の夏季出荷モデル事業の推進、愛媛ブランド牛の着実な開発
・地域特産のカラの安定供給支援、あまおとめの品質向上、不知火の果皮障害防止、
　ユズ・河内晩柑・かき新品種太天・たまみの産地活性化、ナマコの加工品開発
・桜色のデルフィニウム新品種「さくらひめ」が日本最大級の園芸展示会で、
　グランプリとジャパンデザイン特別賞のダブル受賞

2
●外国人延宿泊者数は、震災に伴う落込みからＶ字回復しているが、基準と比べると微減。なお、平成25
年度の道後温泉の外国人延宿泊者数が初めて1万人を突破している。
●国際会議開催件数は、年度による変動が大きく、開催件数が減少している。

2 ○四国4県連携施策数、中四国連携施策数は、数値が向上している。

・駐日大使や海外諸国からの訪問を受け入れ、県幹部との意見交換を実施
・ハワイ州との姉妹提携10周年を機に、友好交流を強化

・「高速道路(宇和島北～西予宇和)」、「大洲・八幡浜自動車道(名坂道路)」、「三
　坂道路」、「新居浜バイパス(一部)」の開通、「津島道路」の新規事業着手
・成田線の新規就航、那覇線の定着化、伊丹線の充実、広域航路の利用促進

・後柿之浦線「成バイパス」の供用で、地域の生活道路網が強化
・上島架橋（生名橋工区）開通、（岩城橋工区）新規事業着手
・愛媛県地域公共交通連絡協議会の設置

4
○（財）えひめ産業振興財団ビジネスサポートオフィスの創業支援による開業数、産学官連携や農商工連
携により事業化された件数、試験研究で得られた技術のうち県内企業に技術移転された件数、県内特許権
登録件数は、数値が向上している。

3 ○県の完全失業率、県の有効求人倍率、高等技術専門校における就職率は、数値が向上している。

・媛すぎ・媛ひのき、愛育フィッシュなどブランド化が促進。東アジアの販路開拓
・愛のくに　えひめ営業本部の設置
・首都圏の百貨店で販促市の開催、サイクリングイベントで愛媛柑橘のＰＲ

・えひめ南予いやし博2012の開催、サイクリングしまなみ2013の実施
・瀬戸内しまのわ2014の開幕、マルゴト自転車道の整備・サービスサイトの開設
・被災地学校の修学旅行支援、えひめ愛顔の観光物産館オープン

・台北・松山（しょうざん）空港とのチャーター便運航
・観光交流やかんきつの輸出促進等のトップセールスを実施
・台湾の旅番組での愛媛特集の放送等を通じて台湾における本県の認知度が向上

・愛媛県イメージアップキャラクター「みきゃん」誕生
・民間企業等の商品に「みきゃん」のデザインの使用開始
・広報広聴戦略プランを改訂

2 ○育児休業取得率（男性）、えひめ子育て応援企業数は、数値が向上している。

3 3

○新規農業就業者数外1指標が数値向上、漁業就業者数は減少抑制が図られている。
●認定農業者数は、高齢化の進行に伴い、減少傾向
●新規林業就業者数及び県内の木材生産量は、原木価格低下等により、雇用を控える傾向となったことや
生産量の微減傾向につながっている。

4 1
○野生鳥獣による農作物被害額外3指標が数値が向上している。
●認定農業者等への農地利用集積率は、高齢化による認定農業者数の減少等に伴い、集積面積の対象が減
少している。

1

施策名 計画期間中の主な取組み

指標の状況

資料1

合計



基本政策Ⅱ　やすらぎの愛顔あふれる「えひめ」づくり
　　　　　　快適で安全・安心の暮らしを“紡ぐ”

改善 横ばい 悪化 概要

49 8 8

○県の医師確保奨学金貸与生の人数、県内の医薬分業率は、数値が向上している。

○救急隊の救急救命士運用率外1指標は、数値が向上している。
●救急患者の管外搬送率は、搬送件数の増加傾向や広域輪番体制を開始した地域があることから、上
昇傾向にある。

○街路整備密度、景観計画策定数は、数値が向上している。

○超高速ブロードバンド利用可能世帯率、法人二税の電子申告率は、数値が向上している。

○家畜の監視伝染病発生件数外2指標は、数値が向上している。
●食中毒の発生件数の全国での相対位置（人口10万人当たり、全国平均を1.0）は、ノロウイルスの
変異による発生増の影響を受け、数値が上昇した。

○老朽ため池改修数外1指標は、数値が向上している。
●人工林における間伐実施面積は、木材価格低下の影響により減少している。

○交通事故発生件数、交通事故死者数、交通事故死傷者数は、数値が向上している。

○青色防犯パトロール車両台数、犯罪率（人口千人当たり）、凶悪犯罪の検挙率は、数値が向上して
いる。

○原子力防災訓練参加機関の訓練目的・目標の達成割合、原子力施設見学等参加者数は、数値が向上
している。2

3

7 1

2

2

○NPO法人数、認定NPO法人数、愛媛ボランティアネット会員登録数、地域づくり団体数（人口1万人
当たり）は、数値が向上している。

○県審議会等における女性委員の割合は、目標を上回っている。
○「男女共同参画社会」という言葉を知っている県民の割合、仕事と生活の調和の実現が図られてい
ると感じる人の割合は、数値が向上している。

○人権・同和教育研究大会への参加者数外1指標は、数値が向上している。
●人権問題に関する研修・講座等の受講者数は、年度による変動が大きく、減少している。

○寝たきり高齢者出現率は、数値の抑制が図られている。
●要介護認定を受けていない人の割合は、要介護認定を受ける割合が大幅に高くなる後期高齢者の増
加等の影響により、減少傾向となっている。
●県内老人クラブ会員数は、60歳以上でも仕事を続ける人が多いなどライフスタイルの変化により、
減少傾向となっている。

○施設入所から地域へ生活の場を移した人数（率）、障害者相談支援専門員資格取得研修修了者数に
ついては、数値が向上している。

●社会福祉施設等従事者数は、減少傾向にあるため、雇用状況の改善を進めている。
●民生児童委員1人当たりの平均相談・支援件数は、インターネットの普及や様々な相談窓口の開設
などにより、減少傾向となっている。

○75歳未満のがん死亡者数（人口10万人当たり）（男女）、65歳未満で死亡する人の割合（男女）、
難病（130疾患）のうち相談等の支援を受けている割合は、数値が向上している。

○防災士の数、自主防災組織の訓練実施率、県防災メールの登録者数は、数値が向上している。

○県立学校の耐震化率、洪水から守られる戸数、海岸保全施設整備による防護面積、耐震強化岸壁整
備率、緊急輸送道路の防災対策の整備率、土砂災害防止施設により保全される人家戸数、老朽ため池
回収数（再掲）は、数値が向上している。

4

3

2 1施策20 人権が尊重される社会づくり

・福祉・介護人材確保のため、介護現場を知るための職場体験事業を開始
・介護福祉士養成校と連携した高校生対象のセミナーの実施などの人材確保強化

政
策
①

施策18※ 未来につなぐ協働のきずなづくり
・えひめ愛顔の助け合い基金による東日本大震災の被災者訪問。職員派遣
・ＮＰＯの中間支援組織が南予で、県域カバーの民設民営の中間支援組織も設立
・県内過疎地域等の全集落及び地域活動組織を対象とした集落実態調査を実施

・人権啓発講座を基礎課程(東・南予)、専門課程(中予)に拡充
・学校（幼稚園、小学校、中学校、高等学校）や市町への人権・同和教育訪問を実施

施策22
障害者が安心して暮らせる共生社会
づくり

・第3期愛媛県障害福祉計画、障害者工賃向上計画を策定
・県内すべての市町に障害者虐待防止センターを開設
・障害者優先調達推進法に基づく愛媛県調達方針の作成

施策19 男女共同参画社会づくり
・愛媛県第2次男女共同参画計画の策定
・ＤＶ未然防止講座の開催等により若者や教職員、保護者のＤＶに対する理解が促進

政
策
③

施策24 生涯を通じた心と体の健康づくり
・がん患者が安心して在宅で療養できる在宅緩和ケアの連携体制を構築
・ひきこもり相談室を第一次窓口として拡充。行政・民間が連携し、自殺予防を拡充
・25年3月に第2次健康県民づくり計画「えひめ健康づくり21」を策定

施策23 地域福祉を支える環境づくり

施策25※
安全・安心で質の高い医療提供体制
の充実

・県立中央病院新本院運営開始
・第6次愛媛県地域保健医療計画の策定。愛媛県がん対策推進計画の策定
・地域医療支援センターの整備や各寄附講座の設置による県内定着医師の育成

・県立中央病院新本院運営開始、医療機関設備整備助成による二次救急医療体制強化
・救急医療を守る県民運動の取組強化

政
策
②

施策21※
高齢者がいきいきと暮らせる健康長
寿えひめの実現

・新しい愛媛県高齢者保健福祉計画と愛媛県介護保険事業支援計画の策定
・県下7カ所に認知症疾患医療センターを設置
・地域包括ケア会議の強化及び人材育成による地域包括ケアシステム構築の支援

施策26 救急医療体制の充実

1

1

1

1

3 1
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3施策32 犯罪の起きにくい社会づくり

施策31 交通安全対策の推進

政
策
④

施策27 快適な暮らし空間の実現
・南レク公園は、積極的な集客対策とトイレのバリアフリー化等を実施
・道後公園は、多彩なイベントや西尾和美氏を名誉館長に加え、情報発信を強化
・県営住宅砥部団地（3期工事）供用開始

3

2

3

施策28 ＩＣＴ環境の整備
・市町が実施する携帯電話等エリア整備や地上デジタル放送の辺地共聴施設新設等に
　補助し、携帯電話不通話地域や地上デジタル放送の難視聴地域解消を支援
・愛媛県公衆無線LAN推進協議会設置、避難所等に公衆無線LAN環境を整備

2

1

1

1

11

・四電に「えひめ方式」の徹底と国の基準を上回る独自の追加安全対策を要請
・愛媛県広域避難計画の策定、住民の広域避難訓練を含む原子力防災訓練の実施
・オフサイトセンター移転整備事業の着工（西予土木事務所との合築）

政
策
⑥

施策34※ 防災・危機管理体制の充実
・地域防災計画の修正、避難路等の整備、地震被害想定調査、大規模災害時の情報収
　集用資機材の整備。統括司令部職員の研修、津波避難訓練等各種訓練の実施
・民間企業と各種災害時応援協定の締結、市町と広域防災・減災対策検討協議会設立

政
策
⑤

施策35※ 災害から県民を守る基盤の整備
・24年度以降、既定経費を削減し、特別枠「防災・減災強化枠」で重点的予算配分
・防災拠点となる県庁第一別館の耐震化・非常用発電改修、今治警察署新庁舎の建設
・山鳥坂ダム建設事業の再開（水源地域整備計画の策定）

施策33※
原子力発電所の安全・防災対策の強
化

施策30 水資源の確保と節水型社会づくり ・「広島県から今治市関前地区への用水供給に関する基本協定」を締結

施策29 消費者の安全確保と生活衛生の向上

・「愛媛県自転車の安全な利用の促進に関する条例」施行に伴う諸対策の推進
・自転車シミュレーター４台の導入による東中南予での自転車安全教室の実施
・実際にヘルメットを着用した高齢者等対象の自転車安全教室の実施

・高齢者､子供･女性､観光客の安全を守る｢愛媛まるごとセーフティ2014｣の推進
・「愛媛県犯罪の起きにくい安全で安心なまちづくり条例」施行
・児童生徒の非行や犯罪被害防止のため警察本部内にスクールサポーター新設

・消費生活相談員を対象にした研修会等により、市町相談窓口の機能強化
・消費者行政の法令違反行為1事業者に指示処分、不適正取引8事業者に改善要請、
　是正勧告に従わなかった1事業者の名称等を公表

計画期間中の主な取組み施策名

指標の状況

合計



基本政策Ⅲ　輝く愛顔あふれる「えひめ」づくり
　　　　　　未来を拓く豊かで多様な『人財』を“育む”

改善 横ばい 悪化 概要

22 6 10

○児童生徒の授業の理解度（小学校）（再掲）は、数値が向上している。
●研修を受講した教員による授業への活用度は、年度によって研修時期が異なることも
あり、減少している。

○総合科学博物館の入館者数外2指標は、数値が向上している。
●生涯学習の講師として登録している者の数は、登録者の高齢化のため減少傾向にあ
り、講師登録の啓発に努めている。

●県美術館の年間利用者数は、実施した企画展の展示内容等に左右されやすく、年に
よって増減が大きい。

○総合型地域スポーツクラブ数外1指標は、数値が向上している。
●競技人口の状況は、人口減少に伴い若年競技人口が減少してきていることから、減少
傾向にある。

○国民体育大会における総合成績（天皇杯順位）は、数値が向上している。
●全国高校総体（インターハイ）入賞件数は、伸び悩んでいるものの、4年間連続して
入賞件数が20件を超えるなど着実な実績が出ている。

1

1 1

2 1

○えひめ結婚支援センターにおけるカップル数、周産期死亡率、一時預かり、延長保育
を実施している保育所数、ひとり親家庭の就業率は、数値が向上している。

○公立小・中学校（県立中等教育学校を含む）における不登校児童生徒の割合、刑法犯
で検挙・補導された青少年の数は、数値が向上している。

○公立小・中学校における学校関係者評価の公表率、地域学校安全委員会などを開催し
た学校の割合、県立高校（県立中等教育学校を含む）の自己評価におけるA、B評価の項
目数の割合は、数値が向上している。

○児童生徒の授業の理解度（小学校）外3指標は、数値が向上している。
●体育の授業以外で週3日以上運動をしている児童の割合（小・中学校）は、全国と同
様に減少傾向にある。
●全国体力・運動能力、運動習慣等調査における総合評価がＤ、Ｅである児童生徒の割
合（中2女子、小5男女）は、全国と同様に増加傾向にある。

○進学・就職希望者の希望達成度の割合（県立特別支援学校高等部卒業者）、公立学校
において、特別な支援が必要な幼児児童生徒のための個別の教育支援計画を作成してい
る学校の割合は、数値が向上している。

1

1 5

1 1

1

政
策
①

施策36※
安心して産み育てることが
できる環境づくり

施策37 子ども・若者の健全育成

4

4

2

・学校防災マニュアルの見直し
・県内全20市町で全ての学校（園）の参加による防災教育推進連絡協議会を開催
・定時制生徒生活体験発表大会で、県代表の生徒が文科省初等中等教育局長賞受賞

3

・学力向上５か年計画の策定
・高校生を対象に、地域活性化や地域住民との交流活動等の体験学習を実施

・スクールカウンセラー等連絡協議会の開催
・いじめ相談に対する県教委のフォローアップを実施
・中学生を対象に、生徒自らがいじめ問題を考える子ども会議を東中南予で開催

・高齢者の経験等を活かした子育て支援の地域モデル事業開始
・小児救急医療電話相談の時間を延長し、相談体制を強化

政
策
②

施策38 魅力ある教育環境の整備

施策39※
確かな学力・豊かな心・健
やかな体を育てる教育の推
進

2

施策41 教職員の資質・能力の向上
・オール・イングリッシュ実践リーダー養成事業の研修参加英語科教員が増加し、
　その教員を核に各校の英語教育が強化 1

施策40 特別支援教育の充実
・みなら特別支援学校、新居浜特別支援学校の整備
・東予・南予に肢体不自由特別支援学校の設置決定、校舎の改修設計を実施
・24年度に特別支援学校キャリア教育推進事業を創設し、就労支援の強化

政
策
③

施策42
学び合い高め合う生涯学習
社会づくり

・総合科学博物館の恐竜ロボットのリニューアル
・歴史文化博物館の「密●空と海」の整備など魅力強化の取組み
・愛媛県行政資料（藩政期・明治期）の一部を電子化し、資料保存及び利便性向上

3

施策43
個性豊かな愛媛文化の創造
と継承

・県民総合文化祭の企画公募事業を拡充
・えひめキッズ伝統文化ネットワーク設立
・坊っちゃん劇場「誓いのコイン」ロシア公演の実現

政
策
④

施策44
スポーツを通じた豊かで活
力ある地域づくり

・愛媛マラソンの参加定員を１万人に増加 2

施策45※ 競技スポーツの振興
・えひめ国体の正式内定とえひめ国体推進局の設置、県民運動推進のイベント開催
・えひめ国体の愛称、スローガン、イメージソングの制定
・総合運動公園陸上競技場サイドスタンド及び大型映像装置の工事完了

1

施策名 計画期間中の主な取組み

指標の状況

合計



基本政策Ⅳ　やさしい愛顔あふれる「えひめ」づくり
　　　　　　調和と循環により、かけがえのない環境を“守る”

改善 横ばい 悪化 概要

○住宅用太陽光発電設備の導入率外1指標は、数値が向上している。
●バイオディーゼル燃料（混合軽油）生産量は、補助事業の廃止により減少している。

○国内クレジット及びオフセットクレジット（J-VER）認証件数、EV関連製品の開発や製
造に取り組む企業数は、数値が向上している。

○森との交流人口は、数値が向上している。
●人工林における間伐実施面積（再掲）は、木材価格低下の影響により減少している。
●県内の木材生産量（再掲）は、原木価格低下等により、微減傾向につながっている。

19 3 10

1 1

2

1

1

○小・中学校における環境教育年間指導計画策定率外2指標は、数値が向上している。
●環境教育・学習参加者数は、大規模な環境学習会が雨天中止となったこと等により、
一時的に減少している。

○県地球温暖化防止県民運動推進会議の会員数、県の事務事業に伴う温室効果ガス排出
量の基準年（平成20年度）に対する割合、県内の温室効果ガス排出量の基準年（平成2年
度）に対する割合は、数値が向上している。

○優良リサイクル製品等認定数は、数値が向上している。
●産業廃棄物の不法投棄等不適正処理事案の改善率は、発生件数は横ばい傾向にある
が、難しい案件が残り、改善率が減少している。
●産業廃棄物処理業者への立入検査における不適格件数は、微増しているが、毎年度約
500件の立入検査を行っている内、不適格件数は0～1％であり、変動の範囲内。

○水質環境基準達成率外1指標は、数値が向上している。
●大気環境基準達成率は、一部の項目において黄砂の影響を受けたため、減少してい
る。
●高圧ガス等事故発生件数は、設備不具合や一般消費者のミス等による微小漏えいが発
生したため、微増となっている。

○自然保護指導員・野生動植物保護推進員等の人数外2指標は、数値が向上している。
●鳥獣保護の違反件数は、鳥獣保護意識の向上に伴う通報件数の増加により、増加傾向
にある。

○農地や農業用水などの保全活動に取り組む地区数外1指標は、数値が向上している。
●県外からの移住者数は、市町の取組状況により変動するため、減少しているが、最近
では増加傾向にある。

1

環境への負荷が少ない循環
型社会の構築

施策47 地球温暖化対策の推進

1 2

1 2

・環境教育ハイレベル研究推進3校が研究成果発表及びコンテストに応募
・循環型社会づくり実践推進3校での地域と連携した体験活動の実施
・エコハイスクール推進事業の生徒が、全国の研究発表大会で最優秀賞及び入賞

3

・第三次愛媛県全県域下水道化基本構想の策定
・公共用水域の水質環境基準を達成するため、新たに工場・事業場の排出
　水の監視指導を実施
・PM2.5の監視体制を強化し、全県的な監視体制を整備

3

・下水汚泥の燃料化の調査研究開始
・小型家電リサイクルの取組みを開始 1

・愛媛県自転車安全利用研究協議会の設置
・夏季の愛媛県庁舎節電対策の実施
・「クールシェア」、「ウォームシェア」キャンペーンの実施
・本県単独で実施していたウォームビズを四国４県で連携

2

2

政
策
②

施策50※
豊かな自然環境と生物多様
性の保全

・生物多様性えひめ戦略策定。生物多様性センター設立
・石鎚山クリーンアップ推進連絡会の設置、環境配慮型トイレ整備に着手
・第11次鳥獣保護事業計画(24年度～28年度)の策定

3

施策51

施策49 良好な生活環境の保全

魅力ある里地・里山・里海
づくり

・石鎚山系でのエコツーリズムの推進
・石鎚山ヒルクライムの開催支援
・小学校と連携して「ふるさと水と土ふれあい教室」を開始

政
策
①

施策46
環境教育・学習の充実と環
境保全活動の促進

施策48

政
策
③

施策52※
再生可能エネルギーの利用
促進

施策54
恵み豊かな森林（もり）づ
くり

施策53 低炭素ビジネスの振興

（平成16年に11月11日を「えひめ山の日」とし、普及啓発を進めるとともに、平成
17年度に森林環境税の導入、平成20年に全国育樹祭の開催、公共施設の木質化な
ど、積極的な取組みを継続）

1

・住宅用太陽光発電システム設置補助制度を実施する市町補助制度創設
・工業用水道や農業用水、県管理ダムを活用した小水力発電導入の検討
・県バイオマス活用推進計画策定。第3次愛媛循環型社会推進計画策定

2

（平成22年4月に、産業技術研究所にEV開発センターを新設し、産官学共同で自動
車や農業用機械などの電動化について技術開発を行っているほか、オフセットクレ
ジットや県内中小企業のＣＯ2排出削減の相談窓口設置等による支援を実施）

2

施策名 計画期間中の主な取組み

指標の状況

合計

基本政策 改善 横ばい 悪化 その他 合計 備考

Ⅰ産業 37 10 11 58

（うち再掲）

Ⅱ暮らし 49 8 8 1 66

（うち再掲） (1) (1)

Ⅲ人づくり 22 6 10 38

（うち再掲） (1) (1) (2)

Ⅳ環境 19 3 10 1 33

（うち再掲） (2) (2)

合計 127 27 39 2 195

（うち再掲） (2) (1) (2) (5)

耐震性を有する住宅ストックの比率は、数値
未確定のため、判定できない。

絶滅のおそれのある野生生物の割合は、数値
未確定のため、判定できない。



県民ニーズ調査（県政モニター115人回答）

重要度
　産業の振興や雇用に関する政策が上位となっており、近年の本県を
取り巻く経済情勢が反映されている。一方、県内外・海外との交流・
連携に関する政策は、下位となり県民の関心が低いことがうかがえ
る。
満足度
　愛媛ブランドの確立や、観光、産業の振興に関する政策が上位と
なっており、近年の積極的な取組みの成果が県民に浸透している。一
方、交通や雇用、農林水産業に関する政策が下位となり、本県の地理
的条件や近年の不況の影響がうかがえる。

重要度
　防災対策や医療体制、安全・安心な暮らしに係る政策が上位となっ
ており、東日本大震災や急速に進む高齢化などの影響が反映されてい
る。一方、参画と協働による地域づくりや魅力あるまちづくりについ
ては下位に位置しており、県民の関心が低いことがうかがえる。
満足度
　安全・安心な暮らしや医療体制、防災対策に関する政策が中位と
なっており、交通安全活動の見える化や緊急防災減災対策などの取組
みが県民に一定の理解を得ている。一方、協働のきずなづくりや福祉
社会づくりなどの分野が下位に位置しており、地域の希薄感や高齢化
社会への不安感がうかがえる。

重要度
　子育て支援や教育に関する政策が上位となっており、未来を
担う子どもの育成に関心があることがうかがえる。一方、ス
ポーツ関係や生涯学習の政策は下位となっており、県民生活に
直結しにくいことが要因と考えられる。
満足度
　子育て支援やスポーツ関係、生涯学習に関する政策が上位と
なっており、結婚支援センターやえひめ国体に向けた積極的な
取組みが反映されている。一方、子どもたちの育成に関する政
策が下位となっており、見えにくい取組みや成果を県民に理解
してもらう必要がある。

重要度
　自然との共生に関する政策が上位、他の２つの政策も中位と
なっており、県民の環境に対する意識の高さがうかがえる。
満足度
　成果が表れるまで長期間を要する分野にあって、自然との共
生、環境保全に関する政策が上位になっており、生物多様性の
保全をはじめ、継続して取り組んでいる環境保全活動が反映さ
れている。一方、環境にやさしい産業の育成に関する政策が下
位になっており、地道な取組みや成果を県民に理解してもらう
必要がある。
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Ⅲ人づくり
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Ⅳ環境

政策1 活力ある産業づくり

政策2 産業を担う人づくり

政策3 農林水産業の振興

政策4 愛媛ブランドの確立

政策5 観光立県えひめの推進

政策6 交流・連携の推進

政策7 交通ネットワークの整備

政策8 参画と協働による地域社会づくり

政策9 支え合う福祉社会づくり

政策10 健康づくりと医療体制の充実

政策11 快適で魅力あるまちづくり

政策12 安全・安心な暮らしづくり

政策13 災害に強い県土づくり

政策14 地域で取り組む子育て・子育ち支援

政策15 未来を拓く子どもたちの育成

政策16 生涯学習と文化の振興

政策17 スポーツ立県えひめの推進

政策18 環境と調和した暮らしづくり

政策19 自然と共生する社会の実現

政策20 環境にやさしい産業の育成



 県民ニーズ調査について  

１ 概 要  

 ○ 第六次愛媛県長期計画「愛媛の未来づくりプラン」の着実な推進に向けた

ＰＤＣＡサイクルの一環として、県民ニーズを把握 

 ○ 県政モニターを対象に実施（161人中115人が回答） 

 ○ 長期計画の２０政策に対する重要度・満足度について調査 

  【重要度】（５段階評価） 

    各政策を推進することが社会（愛媛県）にとって、どの程度重要だと思

うか。 

     ⇒各施策に対する県民の興味・関心を測るもの（現状に対する評価） 

  【満足度】（５段階評価） 

    これまでの政策への取組みに対し、どの程度満足しているか。 

     ⇒県の取組みに対する効果を測るもの（過去に対する評価） 

 

２ 属 性  

 

 

 

 

性別 地域別 
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